































その後、Ａ社の経営が悪化し、平成20年 6 月 5 日、Ａ社は、大阪地方裁
判所に対し民事再生手続の開始を申立て、同月18日、同裁判所により、Ａ
社の民事再生手続開始が決定され、Ｙが再生管財人に選任された。












































5９年 5 月2９日民集38巻 ７ 号885頁（以下「昭和5９年判決」という。）及び最



























































































































































































































12条 6 号、賃金の支払の確保等に関する法律 ７ 条）。
そうすると、立替払によって同機構が取得する事業主に対する求償権は、
倒産手続開始後の事務管理又は不当利得に基づく請求権として破産手続上







































































































































































































③東京高判平成1７年 6 月30日金判1220号 2 頁
②の控訴審判決である。東京高裁は、「旧破産法４７条が財団債権として 1
















































































































































































































収法第 2 条第 3 条による順位の先取特権ある求償権を取得し（いわゆる「接木説」
による主張をしているものと解される）、右先取特権は民法第303条による先取特
権に該当するのでこの先取特権ある求償権の弁済をうけるため当該不動産の競売
を申し立てた事案である。
　 　裁判所は、「租税債権は公法上の債権であるから第三者がこれを代って納付して
も民法第500条第501条の規定の適用はないものと解するところ他に代位に関する
特別規定も存しないので、債権者は川口税務署の有した先取特権の求償権を取得
したものということはできない。よって右先取特権ある求償権を有することを前
提とする本件申立は理由がないといわなければならない。」との決定を下した。
（11）伊藤眞・注（ 8 ）230頁以下、658頁以下参照。
（12）高木・判例批評・注（1）22頁。
（13）高橋眞・判例批評・注（1）1７頁。
（1４）内田貴『民法Ⅲ［第 3 版］債権総論・担保物権』７5頁（東京大学出版会）。

